
様式第１号（第４条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
長 崎 県 知 事　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名　　　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　
長崎県洋上作業員向け訓練受講支援補助金交付申請書
　長崎県洋上作業員向け訓練受講支援にかかる補助金　　　　　　　円を交付されるよう、長崎県補助金等交付規則（昭和40年長崎県規則第16号）第４条の規定により、次の関係書類を添えて申請します。
                                           記
(1)　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

(2)　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
(3)　補助事業完了予定年月日　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
(4)　補助金所要額 － 消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 ＝ 補助金額
（関係書類）
①　補助金事業計画書（様式第２-１号）
②　補助金収支計算書（様式第２-２号）
③　事業費の算出根拠となる書類
④　社員等の在職を確認できる書類の写し
⑤　直近の営業報告書又は事業報告書、貸借対照表及び損益計算書
⑥　県税に未納がないことを証明する納税証明書
⑦　法人税、消費税及び地方消費税に係る未納税額のないことを証明する納税証明書
⑧　暴力団の排除等に関する誓約書（様式第３号）


様式第２-１号（第４条関係）
補　助　金　事　業　計　画　書
　１　申請者の概要
	商号又は名称
	

	代表者職・氏名
	

	設立年月日
	

	資本金
	

	常時雇用する従業員数
	　　　人
（うちパートアルバイト等：　　　人）

	業種及び主たる事業
	

	担当者（所属・氏名）
	

	担当者電話番号
	

	担当者メールアドレス
	


２　参入計画
	


３　実施計画
	実施内容（取得可能な資格等の内容又は研修、訓練等の内容若しくは実施による効果）
	

	実施期間
	

	実施場所・施設名称
	

	資格等を取得する者
	経営者・従業員・内定者・転勤予定者
（いずれかに○）

	
	氏名
	

	資格等を取得する者
	経営者・従業員・内定者・転勤予定者
（いずれかに○）

	
	氏名
	

	資格等を取得する者
	経営者・従業員・内定者・転勤予定者
（いずれかに○）

	
	氏名
	

	資格等を取得する者
	経営者・従業員・内定者・転勤予定者
（いずれかに○）

	
	氏名
	

	資格等を取得する者
	経営者・従業員・内定者・転勤予定者
（いずれかに○）

	
	氏名
	


※本様式に収まらない場合は、別紙等に記載すること。
様式第２-２号（第４条関係）

補　助　金　収　支　計　算　書
１　資金調達内訳
（単位：円）

	　　　　　　区　分　　　　　　
	　予算額　
	　　　摘　要　　　

	自己資金
	
	自社の負担

	本補助金
	
	県からの補助金

	その他
	
	

	合計
	
	


２　補助対象事業に要する経費

（該当する区分欄の記入及び内容が分かる資料を添付してください。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	　　　　　　区　分　　　　　　
	　金　額　
	　　　摘　要　　　

	需用費
	消耗品費
	
	

	
	教材費
	
	

	負担金
	受講費
	
	

	
	研修費
	
	

	その他経費（報償費、旅費及び備品購入費等を除く。）
	
	

	経費合計（Ａ）
	
	

	補助金申請額

（Ａ）×１/２の千円未満切り捨て
	
	社員等1人当たり

上限15万円×5名＝75万円(限度額)


様式第３号（第４条関係）　
　　年　　月　　日　

　長崎県知事　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　名　　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　
誓　　　　約　　　　書
　私は、長崎県洋上作業員向け訓練受講支援補助金交付申請を行うにあたり、次の事項について誓約します。
　なお、県が必要な場合には、長崎県警察本部に照会することについて承諾します。

※
チェック欄（誓約の場合、□ にチェックを入れてください。）

　☐　申請者及びその社員等は、次のアからウのいずれにも該当するものではありません。また、申請者の運営に対し、次のアからウのいずれの関与もありません。
　　ア　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

　　イ　暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
　　ウ　暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者その他知事が認めるもの
　☐　補助事業等を行うにあたり、上記アからウに掲げる者（以下「暴力団等」という。）と契約を締結しません。
　☐　暴力団等から不当な要求行為を受けた場合は、速やかに県に報告するとともに、警察に通報します。
　☐　本事業に関する一連の書類を補助事業の完了から５年間保存することを承諾します。
※県では、長崎県暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約をお願いしています。


様式第４号（第６条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
長 崎 県 知 事　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　
長崎県洋上作業員向け訓練受講支援補助金事前着手届
　　　　　長崎県洋上作業員向け訓練受講支援補助金について、下記条件を承諾のうえ事前着手したいので、届出します。
                                           記
(1)　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

(2)　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
(3)　補助事業着手予定年月日　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　補助事業完了予定年月日　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
(4)　理　　由

＜条　件＞

①申請者の責任において事前着手することとし、交付決定にならなかった場合は申請者の負担となること。
②交付決定額が申請額に達しない場合においても異議はないこと。



様式第５号（第７条関係）
長崎県指令　　　　第　　　　号
長崎県洋上作業員向け訓練受講支援補助金交付決定通知書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名
年　　月　　日付けで申請のあった長崎県洋上作業員向け訓練受講支援補助金の交付については、長崎県補助金等交付規則（昭和40年長崎県規則第16号）第５条の規定により、次のとおり交付することに決定したので同規則第７条の規定により通知する。
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長 崎 県 知 事
                                           記
１　交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
ただし、補助事業の内容が変更された場合における補助金の額については、別に通知するところによるものとする。
２　交付決定の内容
補助金の交付対象となる事業及びその内容は、　　　　年　　月　　日付けで交付申請のあった　　　　長崎県洋上作業員向け訓練受講支援補助金交付申請書（以下「申請書」という。）の記載のとおりとする。
なお、補助事業に要する経費の配分及び配分した経費に対応する補助金の額の区分は、申請書の記載のとおりとする。
３　交付の条件
　(1)　補助事業の実施にあたって、暴力団等と契約を締結してはならない。

(2)　補助事業（補助金の交付の対象となる事業をいう。以下同じ。）の内容又は経費の配分の変更をしようとするときは、あらかじめ変更承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。
ただし、補助事業に要する経費の配分のうち、補助事業区分間の配分額の２０パーセント以内の金額の変更をしようとする場合で、補助金額に変更を生じないものについてはこの限りではない。
(3)　補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）が確定した場合には、速やかに知事に報告しなければならない。
(4)　この補助金に係る経理についての収入及び支出の事実を明確にした帳簿及び証拠書類を整理し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しなければならない。また、認定後５年間、県が毎年度行う事業成果等に関する調査に協力しなければならない。
(5)　補助事業により取得し又は効用が増した財産（以下「取得財産等」という。）については、補助事業の完了後も、取得財産等管理台帳を備え、その保管状況を明らかにし、善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。
(6)　補助事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）、長崎県補助金等交付規則（昭和40年長崎県規則第16号）、長崎県産業労働部関係補助金等交付要綱（平成19年長崎県告示第299号）及び長崎県洋上作業員向け訓練受講支援補助金実施要綱で定めるところに従わなければならない。
様式第６号（第９条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
長 崎 県 知 事　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名　　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　
　洋上作業員向け訓練受講支援補助金に係る補助事業の内容
（経費の配分）の変更承認申請書　
　年　　月　　日付け　　　　　第　　　　号をもって交付決定の通知があった上記の補助事業（の内容、の経費の配分）を下記のとおり変更したいので、長崎県補助金等交付規則（昭和40年長崎県規則第16号）第11条第２項第１号の規定により申請します。
記
１　変更の理由
２　変更の内容
(1)　事業内容
(2)　経費の配分
別紙のとおり


（別紙）
補助対象事業に要する経費

（該当する区分欄の記入及び内容が分かる資料を添付してください。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	　　　　　　区　分　　　　　　
	　金　額　
	　　　摘　要　　　

	需用費
	消耗品費
	
	

	
	教材費
	
	

	負担金
	受講費
	
	

	
	研修費
	
	

	その他経費（報償費、旅費及び備品購入費を除く。）
	
	

	経費合計（Ａ）
	
	

	補助金申請額

（Ａ）×１/２の千円未満切り捨て
	
	社員等１人当たり

上限１５万円


様式第７号（第12条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　長 崎 県 知 事　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名　　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　
長崎県洋上作業員向け訓練受講支援補助金に係る補助事業の中止
（廃止）承認申請書
　  　　年　　月　　日付け　　　第　　　号をもって交付決定の通知があった上記の補助事業を下記の理由により中止（廃止）したいので、長崎県補助金等交付規則（昭和40年長崎県規則第 16号）第11条第２項第２号の規定により申請します。
記
１　中止（廃止）する理由
２　中止の期間（廃止の時期）


様式第８号（第12条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
長 崎 県 知 事　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名　　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　
長崎県洋上作業員向け訓練受講支援補助金に係る補助事業遅延等報告書
　    　　年　　月　　日付け　　　　　第  　　　号をもって交付決定の通知があった上記の補助事業に係る事故について、長崎県補助金等交付規則（昭和40年長崎県規則第16号）第11条第２項第３号の規定により下記のとおり報告します。
記
１　補助事業の進捗状況

２　補助事業に要した経費

３　事故の内容及び原因

４　事故に対する措置

５　補助事業の遂行及び完了の予定
（注） 事故の理由を立証する書類を添付すること。


様式第９号（第12条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
長 崎 県 知 事　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　
長崎県洋上作業員向け訓練受講支援補助金に係る補助事業遂行状況報告書
　    　　年　　月　　日付け　　　　　第　　　  号をもって交付決定の通知があった上記の補助事業の遂行状況について、長崎県補助金等交付規則（昭和40年長崎県規則第16号）第11条第１項の規定により別紙のとおり報告します。


（別紙）
長崎県洋上作業員向け訓練受講支援に係る補助事業遂行状況報告書
	事業区分
	補助金交付決
定額に係る補
助対象経費①
	執行済額
（支払済額）

②
	今後の執行
予定額
③
	差　引
①-(②+③)
	執行率
②／①％
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	


様式第10号（第13条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
長 崎 県 知 事　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　
長崎県洋上作業員向け訓練受講支援補助金績報告書
　  年　　月　　日付け　　　　第　　　号で交付の決定の通知があった長崎県洋上作業員向け訓練受講支援補助金について、長崎県補助金等交付規則（昭和40年長崎県規則第16号）第13条の規定により、その実績を関係書類を添えて報告します。
記
１　補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２　補助事業に要した経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
３　補助金充当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
４　補助事業完了年月日　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
５　補助金所要額 － 消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 ＝ 補助金額
関係書類
(1)　補助事業実績書（様式第11号）
(2)　証拠書類の写し（契約書、領収書の写し、その他長崎県が求める書類　等）


様式第11号（第13条関係）

長崎県洋上作業員向け訓練受講支援補助事業実績書
１．補助金支出表

	事業区分
	補助事業に
要した経費
	補助金額
	経費の内訳
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


２．事業実施内容
	 実施計画名

　（テーマ）

	
	

	 事業実施担当者
の職・氏名

	
	

	 事業内容
 ①具体的内容

	
	

	②具体的成果

	
	

	 ③実施場所

	
	

	 ④実施期間

	
	


様式第12号（第15条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
長 崎 県 知 事　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　
　　長崎県洋上作業員向け訓練受講支援補助金
（概算払・精算払）請求書
　    　　年　　月　　日付け　　　　　第　　　　号をもって（交付決定・額の確定）の通知があった上記の補助金について、長崎県洋上作業員向け訓練受講支援補助金実施要綱第15条の規定により、請求内訳書を添えて下記のとおり請求します。
記
　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　　円 也
○概算払いを必要とする理由
　　　　　　　※振込先口座
　　　　　　　　　金融機関名
　　　　　　　　　預金種別
口座番号
口座名義
　　　　　　　　　フリガナ
　　　　　
　　　　　

請　　求　　内　　訳　　書
	事業区分
	交　　　付
（変更交付）
決　定　額
（円）
	交　　　付
（変更交付）
決定年月日
	既受領額
（円）
	今回請求額
（円）
	事業完了
（ 予定 ）
年 月 日
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	


様式第13号（第17条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
長 崎 県 知 事　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　
                   　　年度消費税額及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書
　長崎県洋上作業員向け訓練受講支援補助金実施要綱第17条第１項の規定により、下記のとおり報告します。
記
１　補助金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

２　補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額　　　　　　　　　　円

３　消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び
地方消費税に係る仕入控除税額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

４　補助金返還相当額（３－２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（注）１　別紙として積算の内訳を添付すること。
２　課税事業者の場合であっても、単純に補助金の１０％相当額が消費税及び地方消費税に係る仕入控除による減額等の対象額ではない。


様式第14号（第18条関係）
取得財産等管理台帳（　　　　年度）
（単位：円）

	区分 
財産名

	規格
	数量
	単価
	金額
	取　得
年月日
	保管場所
	備考
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）  １　対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が本実施要綱第19条に定める財産処分制限価格以上の財産とする。
２　数量は、同一規格であれば一括して記載して差し支えない。ただし、単価が異なる場合には区分して記載のこと。
３　取得年月日は、検査を行う場合は検収年月日を記載のこと。
様式第15号（第19条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
長 崎 県 知 事　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名　　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　
取 得 財 産 等 の 処 分 承 認 申 請 書
　　　年度長崎県洋上作業員向け訓練受講支援補助金により取得した財産等を、下記のとおり処分したいので、同補助金実施要綱第19条の規定により申請します。
記
１　取得資産の品目及び取得年月日
２　取得価格及び時価
３　処分の方法
４　処分の理由


様式第16号（第20条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
長 崎 県 知 事　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　
年度産業財産権等取得等届出書
下記のとおり産業財産権等の取得（出願、譲渡、実施権の設定）をしたので、長崎県洋上作業員向け訓練受講支援補助金実施要綱第20条の規定に基づき届け出ます。
記
１．
産業財産権等の種類及び番号

２．
産業財産権等の内容

３．
相手先及び条件（譲渡、実施権設定の場合）


発行責任者及び担当者


発行責任者　　　　　　　　　（連絡先　　　-　　　-　　　　）


発行担当者　　　　　　　　　（連絡先　　　-　　　-　　　　）





発行責任者及び担当者


発行責任者　　　　　　　　　（連絡先　　　-　　　-　　　　）


発行担当者　　　　　　　　　（連絡先　　　-　　　-　　　　）





発行責任者及び担当者


発行責任者　　　　　　　　　（連絡先　　　-　　　-　　　　）


発行担当者　　　　　　　　　（連絡先　　　-　　　-　　　　）





発行責任者及び担当者


発行責任者　　　　　　　　　（連絡先　　　-　　　-　　　　）


発行担当者　　　　　　　　　（連絡先　　　-　　　-　　　　）





発行責任者及び担当者


発行責任者　　　　　　　　　（連絡先　　　-　　　-　　　　）


発行担当者　　　　　　　　　（連絡先　　　-　　　-　　　　）





発行責任者及び担当者


発行責任者　　　　　　　　　（連絡先　　　-　　　-　　　　）


発行担当者　　　　　　　　　（連絡先　　　-　　　-　　　　）





発行責任者及び担当者


発行責任者　　　　　　　　　（連絡先　　　-　　　-　　　　）


発行担当者　　　　　　　　　（連絡先　　　-　　　-　　　　）





発行責任者及び担当者


発行責任者　　　　　　　　　（連絡先　　　-　　　-　　　　）


発行担当者　　　　　　　　　（連絡先　　　-　　　-　　　　）





発行責任者及び担当者


発行責任者　　　　　　　　　（連絡先　　　-　　　-　　　　）


発行担当者　　　　　　　　　（連絡先　　　-　　　-　　　　）





発行責任者及び担当者


発行責任者　　　　　　　　　（連絡先　　　-　　　-　　　　）


発行担当者　　　　　　　　　（連絡先　　　-　　　-　　　　）





発行責任者及び担当者


発行責任者　　　　　　　　　（連絡先　　　-　　　-　　　　）


発行担当者　　　　　　　　　（連絡先　　　-　　　-　　　　）





発行責任者及び担当者


発行責任者　　　　　　　　　（連絡先　　　-　　　-　　　　）


発行担当者　　　　　　　　　（連絡先　　　-　　　-　　　　）








